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資－1

人口及び面積の状況

平成１２年(a) 平成７年(b)
増減数
(a-b)

奈 良 市 366,196 359,218 6,978 211.60
大 和 高 田 市 73,663 73,806 ▲ 143 16.48
大 和 郡 山 市 94,208 95,165 ▲ 957 42.68
天 理 市 72,693 74,188 ▲ 1,495 86.37
橿 原 市 125,016 121,988 3,028 39.52
桜 井 市 63,258 63,225 33 98.92
五 條 市 35,205 35,734 ▲ 529 89.04
御 所 市 34,678 36,119 ▲ 1,441 60.65
生 駒 市 112,858 106,726 6,132 53.18
香 芝 市 63,499 56,739 6,760 24.23
市 計 1,041,274 1,022,908 18,366 722.67
月 ヶ 瀬 村 1,964 2,015 ▲ 51 21.35
都 祁 村 6,796 6,806 ▲ 10 43.98
山 添 村 4,967 5,420 ▲ 453 66.47
平 群 町 20,497 20,385 112 23.90
三 郷 町 23,972 24,161 ▲ 189 8.80
斑 鳩 町 28,571 28,371 200 14.27
安 堵 町 8,545 8,941 ▲ 396 4.33
川 西 町 9,422 9,847 ▲ 425 5.94
三 宅 町 8,047 8,584 ▲ 537 4.07
田 原 本 町 32,922 32,837 85 21.10
大 宇 陀 町 9,104 9,712 ▲ 608 47.44
菟 田 野 町 4,915 5,284 ▲ 369 27.78
榛 原 町 19,438 20,230 ▲ 792 64.41
室 生 村 6,307 6,809 ▲ 502 107.99
曽 爾 村 2,470 2,645 ▲ 175 47.84
御 杖 村 2,623 2,840 ▲ 217 79.63
高 取 町 8,159 8,388 ▲ 229 25.77
明 日 香 村 6,851 7,126 ▲ 275 24.08
新 庄 町 19,453 19,427 26 17.77
当 麻 町 15,498 15,009 489 15.96
上 牧 町 24,011 23,811 200 6.14
王 寺 町 23,779 24,574 ▲ 795 7.00
広 陵 町 31,449 29,457 1,992 16.34
河 合 町 20,128 19,903 225 8.27
吉 野 町 11,317 12,427 ▲ 1,110 95.65
大 淀 町 20,386 20,015 371 38.06
下 市 町 8,670 9,532 ▲ 862 62.01
黒 滝 村 1,194 1,324 ▲ 130 47.71
西 吉 野 村 3,910 4,266 ▲ 356 91.88
天 川 村 2,104 2,310 ▲ 206 175.70
野 迫 川 村 782 875 ▲ 93 155.03
大 塔 村 811 871 ▲ 60 111.06
十 津 川 村 4,854 5,202 ▲ 348 672.35
下 北 山 村 1,292 1,370 ▲ 78 133.53
上 北 山 村 915 1,023 ▲ 108 274.05
川 上 村 2,557 2,821 ▲ 264 269.16
東 吉 野 村 2,908 3,336 ▲ 428 131.60
町 村 計 401,588 407,954 ▲ 6,366 2,968.42

計 1,442,862 1,430,862 12,000 3,691.09
注）人口：国勢調査による（但し、平成１２年は国勢調査速報人口）。

人　　　　口　　（人）
面　　積
（ｋ㎡）

　　　　 　　項目

市町村名

             別面積調による。
     面積：建設省国土地理院が公表した平成１１年１０月１日現在の全国都道府県市区町村
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平成１１年度市町村財政状況（普通会計ベース）

（単位：千円、％）

公債費 起債制限 財政力 経常収支 地 方 債

団 体 名歳 入歳 出差 引繰越財源 実質収支 負　担 比　　率 指　数 比　率

A B Ａ－Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ － Ｄ 比　率 （３ヶ年平均）（３ヶ年平均） ※ 現 在 高

奈 良 市116,276,301 114,907,132 1,369,169 1,217,301 151,868 16.8 13.6 0.926 90.9 160,032,136

大和高田市 26,875,718 26,523,026 352,692 218,046 134,646 21.0 16.7 0.531 100.0 35,373,623

大和郡山市 35,795,441 35,210,667 584,774 549,454 35,320 18.2 13.6 0.813 87.6 37,179,397

天 理 市 26,758,567 25,530,171 1,228,396 349,075 879,321 10.7 10.1 0.654 95.7 19,032,349

橿 原 市 45,088,601 43,418,420 1,670,181 1,306,245 363,936 16.1 13.6 0.666 85.1 47,367,715

桜 井 市 23,659,995 22,844,066 815,929 409,935 405,994 16.3 12.8 0.545 91.6 27,205,122

五 條 市 17,046,049 15,467,189 1,578,860 1,076,945 501,915 18.0 12.3 0.444 87.9 17,361,309

御 所 市 21,954,202 22,558,682 ▲604,480 142,933 ▲747,413 27.4 18.7 0.381 94.8 35,869,416

生 駒 市 34,286,496 33,417,352 869,144 245,348 623,796 12.9 7.7 0.888 84.1 30,611,925

香 芝 市 22,688,813 22,115,385 573,428 331,933 241,495 24.4 14.1 0.683 78.2 34,813,469

市計（平均）370,430,183 361,992,090 8,438,093 5,847,215 2,590,878 18.2 13.3 0.653 89.6 444,846,461

月 ケ 瀬 村 2,443,881 2,376,001 67,880 296 67,584 32.0 10.9 0.221 80.8 2,202,503

都 祁 村 3,702,291 3,490,001 212,290 5,918 206,372 18.7 9.9 0.458 83.2 5,208,964

山 添 村 3,976,037 3,886,269 89,768 3,289 86,479 21.5 11.7 0.285 89.4 5,642,066

平 群 町 8,365,415 8,193,709 171,706 122,126 49,580 24.6 12.1 0.466 83.8 11,484,647

三 郷 町 11,637,170 11,237,001 400,169 38,162 362,007 21.3 12.6 0.472 85.7 13,599,669

斑 鳩 町 10,250,191 9,712,606 537,585 37,800 499,785 24.1 10.6 0.538 81.2 11,327,773

安 堵 町 5,566,043 4,905,131 660,912 226,224 434,688 15.2 10.1 0.359 83.2 6,028,316

川 西 町 5,149,815 4,877,841 271,974 189,738 82,236 16.8 8.7 0.508 86.1 7,513,745

三 宅 町 5,124,533 4,248,076 876,457 780,665 95,792 9.2 8.1 0.303 88.7 4,539,801

田 原 本 町 12,017,580 11,240,512 777,068 2,372 774,696 10.5 8.9 0.574 75.9 9,033,308

大 宇 陀 町 5,872,745 5,700,504 172,241 8,650 163,591 22.8 11.3 0.256 89.6 6,971,556

菟 田 野 町 4,432,973 4,348,879 84,094 38,123 45,971 18.3 15.4 0.176 90.1 6,473,426

榛 原 町 10,115,306 9,596,743 518,563 240,253 278,310 14.1 9.5 0.426 87.5 9,254,294

室 生 村 5,958,812 5,815,505 143,307 55,728 87,579 18.0 9.7 0.244 97.3 9,389,226

曽 爾 村 2,567,246 2,377,892 189,354 42,341 147,013 20.2 12.3 0.127 87.8 3,609,313

御 杖 村 3,152,116 2,989,527 162,589 1,612 160,977 19.6 8.1 0.113 81.9 3,489,372

高 取 町 4,534,429 4,215,023 319,406 15,580 303,826 22.4 17.1 0.303 89.7 5,954,159

明 日 香 村 4,246,205 4,070,528 175,677 79,530 96,147 17.6 12.7 0.220 89.8 4,746,479

新 庄 町 7,789,799 7,543,455 246,344 192,000 54,344 16.6 10.0 0.537 74.6 6,468,659

当 麻 町 5,447,189 5,409,713 37,476 0 37,476 27.4 15.8 0.393 83.0 6,173,798

上 牧 町 10,002,130 9,635,283 366,847 256,921 109,926 20.9 12.9 0.448 86.7 14,465,227

王 寺 町 9,672,550 9,448,714 223,836 195,405 28,431 21.1 5.0 0.565 78.3 7,085,681

広 陵 町 11,655,417 11,186,667 468,750 146,793 321,957 20.0 11.9 0.539 85.0 12,874,262

河 合 町 8,800,380 8,575,007 225,373 146,311 79,062 18.9 10.0 0.521 86.7 13,899,282

吉 野 町 6,557,557 6,285,576 271,981 56,559 215,422 16.1 10.4 0.297 84.1 6,317,649

大 淀 町 8,602,325 8,455,149 147,176 7,826 139,350 17.2 9.9 0.440 84.1 9,134,472

下 市 町 5,235,532 4,861,875 373,657 63,313 310,344 16.2 8.8 0.256 84.3 5,295,026

黒 滝 村 2,496,457 2,289,613 206,844 78,250 128,594 28.2 12.7 0.084 88.2 2,526,655

西 吉 野 村 4,672,683 4,554,751 117,932 54,030 63,902 24.6 12.0 0.133 82.4 4,417,028

天 川 村 3,674,091 3,546,135 127,956 263 127,693 20.9 8.6 0.121 88.7 3,261,561

野 迫 川 村 3,050,213 2,743,363 306,850 12,885 293,965 26.1 11.7 0.094 82.8 3,435,941

大 塔 村 2,399,043 2,291,901 107,142 137 107,005 39.9 12.8 0.072 84.4 3,348,745

十 津 川 村 6,696,382 6,572,283 124,099 19,200 104,899 7.7 2.8 0.242 76.1 3,526,705

下 北 山 村 2,754,699 2,589,957 164,742 9,455 155,287 21.5 10.6 0.236 85.4 3,584,367

上 北 山 村 2,339,109 2,241,337 97,772 9,480 88,292 19.2 8.1 0.115 88.6 2,476,515

川 上 村 4,452,492 4,116,198 336,294 31,193 305,101 16.5 6.9 0.133 78.3 4,467,122

東 吉 野 村 3,959,473 3,676,966 282,507 28,309 254,198 17.2 11.7 0.117 84.6 3,959,071

町村計（平均）219,370,309 209,305,691 10,064,618 3,196,737 6,867,881 20.1 10.6 0.308 84.8 243,186,383

県計（平均）589,800,492 571,297,781 18,502,711 9,043,952 9,458,759 19.7 11.2 0.381 85.8 688,032,844

※経常収支比率は、減税補てん債を経常一般財源等に加えた比率を掲載している。

平成１１年度決算額
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市町村合併の一般的な効果

（市町村の合併の推進についての指針（自治省）より）
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市町村合併の手続きの概要

（自治省資料より）
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住民発議制度

（自治省資料より奈良県作成）
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地域審議会

（自治省資料より）
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市町村の議員の定数特例・在任特例について

（自治省資料より）
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合併推進のための地方財政措置

（自治省資料より）

市町村合併をより一層積極的に推進するため、これまでの行財政措置に加え、「市町村
合併の推進に係る今後の取組」（自治省市町村合併推進本部決定）を踏まえ、地方財政措
置の充実を図る。

【施策の概要】

１ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置［新規］
○ 平成１７年３月までに市町村合併を行った団体について、合併年度またはその翌年度
から３ケ年にわたり特別交付税措置
（支援内容）
①合併を機に行うコミュニテイ施設整備、総合交通計画の策定など新たなまちづくり、
②公共料金格差是正、③公債費負担格差是正（現行措置は吸収）、④土地開発公社の経
営健全化 等の合併後の需要を包括的に措置
（支援規模（例））
１０万人と１０万人の市町村合併で１２億円程度、５万人と５万人の市町村合併で９
億円程度、１万人と１万人の合併で６億円程度

２ 合併移行経費に対する財政措置［新規］
○ 合併関係市町村が速やかな一体性の確立を図るため、合併前に要する電算システム統
一等の経費について特別交付税措置

３ 普通交付税額の算定の特例（合併算定替）
○ 合併後１０ケ年度は合併しなかった場合の普通交付税額を全額保障。さらに、その後
５ケ年度は激変緩和措置

４ 合併市町村まちづくりのための建設事業に対する財政措置
○ 合併後１０ケ年度は市町村建設計画に基づく特に必要な事業の経費に特例地方債（合
併特例債）を充当（95％）し、元利償還金の70％を普通交付税措置

５ 合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置
○ 旧市町村単位の地域振興・住民の一体感醸成のために行う基金造成に対し特例地方債
（合併特例債）を充当（95％）し、元利償還金の70％を普通交付税措置

６ 合併直後の臨時的経費に対する財政措置
○ 普通交付税（合併補正）による包括的財政措置
① 基本構想等の策定・改訂、システム統一、ネットワーク整備等行政の一体化に要す
る経費
② 行政水準・住民負担水準の格差是正

７ 都道府県の行う合併支援経費に対する財政措置
○ 合併市町村の行う事業に対して都道府県が交付する補助金・交付金等について特別交
付税措置

８ 合併準備経費に対する財政措置
○ 合併協議会への負担金、合併に向けての啓発事業等の合併準備経費について特別交付
税措置

９ 都道府県の行う合併推進事業に対する財政措置
○ 都道府県の行う合併のための調査研究・気運醸成等に要する経費を普通交付税措置
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普通交付税の算定の特例（合併算定替）の期間の延長

（自治省資料より奈良県作成）
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「市町村合併の推進に係る今後の取組」の概要

（自治省資料より）

○ 市町村合併をより一層積極的に推進するために、これまでの行財政措置に加え、自治

省として「市町村合併の推進に係る今後の取組」を決定したもの

○ 平成１２年１１月２２日（水）に自治大臣が会見、公表

１ 新たな「市町村の合併の推進についての指針」の作成と都道府県における推進体制の

整備

「市町村の合併の推進についての要綱」策定後の都道府県における取組の参考となる

ような新たな「指針」を作成する。

２ 市町村合併についての住民投票制度の導入

市町村合併の推進という目的に限定した住民投票制度の導入を図ることとし、関係団

体の意見聴取等、諸般の準備を進める。

３ 市町村合併に対する新たな特別交付税措置

合併を機に行われる新たなまちづくり、合併関係市町村間の公共料金の格差調整、公

債費負担格差の是正や土地開発公社の経営健全化等についての需要に的確に対応するた

め、平成１７年３月までに合併を行う市町村に対し、平成１２年度から特別交付税によ

る包括的な支援措置を講ずる（「合併市町村支援」）。

また、合併に伴う電算システムの統一等の「合併移行経費」を特別交付税により個別

に措置する。

４ 合併後の地域対策の促進

(1) 合併後の市町村における支所・出張所、地域審議会及び郵便局の活用

(2) 「わがまちづくり支援事業」の活用

(3) 合併に伴う市町村議会議員の選挙区の特例に関する規定の活用

５ 民間団体などとの連携による広報・啓発活動の推進

市町村合併の実現に向けた国民的合意の形成、気運の醸成を図るため、民間団体など

との密接な連携を図りつつ、広報・啓発活動を積極的に推進する。

６ 平成１３年度予算及び税制改正

・ 平成１３年度予算における合併促進策の強化（要求中）

・ 合併市町村に係る地方税の課税の特例の拡充（税制調査会などにおいて検討し、結

論を得る。）
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市町村合併の推進についての意見について（概要）

平成１２年１１月２７日

地方分権推進委員会

本年８月、内閣総理大臣から市町村合併の推進についてさらに検討を行うよう要請があ

ったのを受け、当委員会として検討を重ねた結果、今回意見として提出するもの。この意

見を尊重し、政府が適切に対処されるよう要請するもの。

１ 市町村合併の意義

○地方分権推進の成果を活かすため、合併により基礎的自治体の自立性と行財政基盤

を充実強化

○日常社会生活圏や経済活動の広域化に対応した市町村の圏域拡大

○厳しい財政状況の下、自らの努力として簡素で効率的な地方行政体制の整備

○担税者、生活者としての国民の理解を得るため、徹底した行財政改革を実施すると

ともに、市町合併の強力な推進

２ 市町村合併の効果（合併のメリット）

○広域的視点に立ったまちづくりの展開や施策の広域的調整が可能に

○行政サービスの拡大等による住民の利便性の向上

○専門的知識を持った職員の採用・増強や専任の組織の設置が可能に

○行政組織の合理化、公共施設の広域的・効率的な配置が可能に

３ 市町村合併の推進方策

○政府部内に「市町村合併支援本部」（仮称）を設置し、国民への啓発とともに関係

省庁間の連携確保

○住民発議制度の拡充を図るとともに合併協議会設置の議案が否決された場合に協議

会の設置を求める住民投票制度導入の検討

○合併推進に関する国の指針に、合併協議会設置にかかる知事の勧告の基準の盛り込

み、知事を長とする全庁的な市町村合併支援体制の整備を要請

○合併後の財政需要に対する交付税措置の一層の充実、地方税の不均一課税の適用期

間の延長

○地域審議会の活用など旧市町村等を単位とする多様な仕組みを検討

○住民が合併の是非について的確に判断できるよう市町村に対して行財政情報の公開

の徹底を要請
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行政改革大綱（平成１２年１２月１日閣議決定）（抜粋）

Ⅱ 地方分権の推進

(1)市町村合併の推進

ア 基本的考え方

地方分権の推進や少子・高齢化の進展、国・地方を通じる財政の著しい悪化など市町村行政

を取り巻く情勢が大きく変化している中にあって、基礎的地方公共団体である市町村の行政サー

ビスを維持し、向上させ、また、行政としての規模の拡大や効率化を図るという観点から、与党行

財政改革推進協議会における「市町村合併後の自治体数を1000を目標とする」という方針を踏ま

えて、自主的な市町村合併を積極的に推進し、行財政基盤を強化する。

イ 合併促進のための行財政措置の拡充

更なる気運の醸成を図るとともに、地方分権推進委員会の意見（平成12年11月27日）等を踏ま

え、平成13年度予算における財政支援、合併支援体制の整備、住民発議制度の拡充、交付税

措置等財政上の措置、旧市町村等に関する対策等、合併促進のための行財政措置の充実を図

り、「市町村の合併の推進についての要綱」に基づく主体的な取組を積極的に支援することにより、

国、都道府県、市町村が一体となって、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６

号）の期限である平成17年３月までに十分な成果が挙げられるよう、市町村合併をより一層強力

に推進する。

ウ 市町村合併の推進のための住民投票制度の導入

地方制度調査会の答申（平成12年10月25日）及び地方分権推進委員会の意見（平成12年11

月27日）を踏まえ、自主的な市町村合併の推進において、地域住民の意思を反映させる仕組み

として住民投票の制度化を図ることとし、市町村の合併の特例に関する法律の改正案を次期通

常国会に提出すべく、関係団体の意見聴取等、諸般の準備を進めるものとする。
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「市町村行政体制整備検討懇話会」について

本県では、自主的な市町村の合併や広域行政など市町村の行政体制整備について、自

由に議論を交わすことを通じ、地域における市町村合併等の必要性などについて検討い

ただくために、平成１２年６月２日、市町村行政体制整備検討懇話会を設置しました。

○開催状況

第１回（平成１２年６月２日開催）

議題：「奈良県市町村行政体制整備調査研究事業」について

第２回（平成１２年８月２３日）

議題：「今なぜ合併か～篠山市合併の事例報告～」（瀬戸亀男 兵庫県篠山市長）

「宇摩合併の現状について」(竹本哲也 新宇摩合併研究会座長(愛媛県))

第３回（平成１２年１０月５日）

議題：「ワールドカップに向けて鹿島立ち」（内田俊郎 茨城県鹿嶋市長）

第４回（平成１２年１１月１６日）

議題：「自主的な市町村の合併の推進について」（奈良県における市町村の行政体

制整備について（奈良県市町村合併推進要綱）（素案）について）

○市町村行政体制整備検討懇話会委員内訳

市町村関係者（３０名）

学識経験者・各界有識者（２５名）
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「奈良県市町村行政体制整備調査研究事業」報告書について

（平成10～11年度 市町村行政体制整備調査研究事業）

○報告書の構成

１ 県内市町村の現況と今後の展望

２ 市町村行財政の現状と今後の見通し

３ 市町村行政体制整備に関する意識

４ 市町村合併の効果と課題

５ 市町村の合併の類型

６ 自主的な市町村合併の推進に向けた今後の取組への示唆

○奈良県市町村行政体制整備調査研究委員会委員名簿

伊 藤 忠 通 氏 奈良県立商科大学助教授

（当時。平成１２年４月１日から同教授）

紙 野 桂 人 氏 帝塚山大学教授（委員長）

下崎千代子 氏 神戸商科大学教授

土 谷 宗 一 氏 （財）南都経済センター顧問

中 島 欣 成 氏 （社）日本青年会議所奈良ブロック協議会会長

（当時。平成１２年１月１日から直前会長）

武 藤 博 己 氏 法政大学教授

（５０音順）


